
　　平成28年度　うるま市の予算
第102回うるま市議会定例会で、平成28年度の一般会計予算および特別会計等の予算が可決されま

した。予算規模は、900億4,419万円で、前年度当初予算に比べ0.1％の増額となっています。

区　　分 平成28年度当初予算額 平成27年度当初予算額 比較 伸び率

一般会計 5 , 2 1 0 , 6 5 0 5 , 2 8 0 , 6 4 0 △ 69,990 △1.3%

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 2 , 1 4 2 , 4 2 3 2 , 1 2 1 , 2 3 0 21,193 1.0%
公共下水道事業特別会計 2 6 3 , 9 3 9 2 3 7 , 3 2 7 26,612 11.2%
介護保険特別会計 9 2 2 , 8 7 9 8 8 6 , 7 2 1 36,158 4.1%
農業集落排水事業特別会計 1 , 8 4 0 1 , 9 2 2 △ 82 △4.3%
後期高齢者医療特別会計 8 8 , 8 9 6 8 9 , 7 5 4 △ 858 △1.0%

小　　計 3 , 4 1 9 , 9 7 8 3 , 3 3 6 , 9 5 5 83,023 2.5%
水 道 事 業 会 計 3 7 3 , 7 9 2 3 7 7 , 1 0 7 △ 3,316 △0.9%
合　計 （予算規模） 9 , 0 0 4 , 4 1 9 8 , 9 9 4 , 7 0 2 9,717 0.1%

（単位：万円）

このうち一般会計予算を目的別と性質別に分けて分析すると、次の円グラフのとおりになります。
※円グラフの内側が性質別で、外側が目的別の構成になります。

※端数処理のため、比較及び合計の予算額が合わないこともあります。

一般会計予算　521億650万円

平成28年度は、「市民所得の向上と失業率の改善」や「安心・安全なまちづくり」、「明日を担う人づくり」などを重要課題とした
総合計画・後期基本計画を推進するとともに、少子高齢化などを背景とする社会保障等のニーズに対応するとともに、地方交付
税等の減額による財政運営の健全化を維持するため、一般会計予算の総額は521億650万円で、前年度当初予算と比較して6億
9,990万円、率にして1.3％の減となっています。

歳入については、市税等の自主財源が歳入総額の26.0％、地方交付税及び国庫支出金等の依存財源は74.0％となっています。
自主財源においては市税が前年度と比較して2.4％増額する一方、地方交付税については1.3％の減額を見込んでいます。

歳出は、行政サービスを目的別で分類した経費で見ると「福祉や医療などの経費（民生費）」や「学校教育や生涯学習などの
経費（教育費）」が大きな割合を占めています。性質別で分類した経費で見ると、生活保護費等の扶助費や借金の返済である公
債費、国民健康保険特別会計等への繰出金が増額となっています。

うるま市では行政改革の視点に立ち、職員数の削減や事務事業の見直し等で経費の圧縮に取り組んでいますが、歳入における
自主財源の割合が低い中、多様化する市民ニーズと地域課題に対応するため、市の貯金である財政調整基金を約13億円取り崩し
て予算収支の均衡を保つなど、依然として厳しい予算編成となっています。

予算の特徴

歳入 歳出

その他地方譲与税等
28億3,579万円
5.5%

自主財源
135億5,434万円
26.0%

市税 
98億8,849万円
19.0%

その他
73億5,435万円
14.1%

総務費
32億6,911万円
 6.3%

民生費
244億2,882万円
46.9%

公債費
49億109万円
9.4%

普通建設事業費
77億8,199万円
14.9%

教育費
71億1,278万円
13.7%

公債費
49億109万円
9.4%

その他
162億2,245万円
31.1%

土木費
50億4,035万円
9.7%

扶助費
162億5,043万円
31.2%

人件費
69億5,054万円
13.3%

その他使用料等
36億6,585万円
7.0%

地方交付税
118億6,308万円
22.8%

依存財源
385億5,216万円
 74.0%

国庫支出金
119億5,693万円
 22.9%

県支出金
76億5,627円
14.7%

市債
42億4,009万円
 8.1%
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